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研究成果の概要（和文）： 
コンクリート構造物の電気化学的防食工法のひとつである脱塩工法について、実験と数値解

析的なアプローチにより、脱塩工法の設計時に考慮すべき要因とそれが補修効果に及ぼす影響

を定量的に検討した。そして、それらの知見を踏まえ、脱塩工法を適用前に実施される事前調

査および設計時において考慮すべき事項を体系的に整理し、これらを網羅する設計フローを提

案した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
This study evaluated the influences of several factors on repair effects of desalination 
method which is one of the electrochemical corrosion control method for concrete structures 
by an experiment and a numerical analysis approach. Moreover, this study organized these 
evaluated results and systematized items which must be considered in preliminary survey 
and design for desalination method. Finally, a design flow of desalination method was 
proposed. 
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１．研究開始当初の背景 
 近年、我が国では、供用期間 50 年以上の
コンクリート構造物が急激に増加するに至
り、社会基盤の適切な維持管理が重要課題に
なっている。このような中で、電気化学的防
食工法のひとつである脱塩工法は、コンクリ
ート構造物の劣化機構のうち最もよく見受
けられる塩害に対して有効なコンクリート
中鉄筋の防食技術である。脱塩工法では、コ
ンクリート内部の鉄筋と外部に仮設した外
部電極を通じて直流電流を流すことで、電気
泳動により腐食因子である塩化物イオンを
コンクリート中から除去し、構造物の耐久性
を向上させる。 
脱塩工法はヨーロッパを中心として技術

開発、普及がなされ、日本国内においても施
工実績が増加している。しかしながら、設計
で設定した通電期間内にコンクリート中の
塩化物イオン量を目標値まで低減できない
事例や、鉄筋のあきの部分に存在する塩化物
イオンが除去しきれずに残留する事例が報
告されている。これは、脱塩工法の設計にお
いて最も重要となる通電条件（通電する電流
量、通電期間）が経験的なものであり、コン
クリート構造物の諸条件（コンクリート中の
塩化物イオン量や配筋、コンクリートの電気
化学的特性など）に応じた適切な通電条件の
選定方法がなく、脱塩工法の設計体系が十分
に確立されていないことに起因している。 

このような技術的背景から、通電条件を選
定するためのツールとして、通電時のイオン
移動性状に関する予測手法の開発が国内外
で行われている。例えば、イオン流速を記述
する Nernst-Planck 式をもとに、コンクリー
ト中に存在する複数のイオンの影響を考慮
した一次元数値解析モデルが提案されてい
る。これは、コンクリートの電気化学的特性
を考慮して通電後の塩化物イオン濃度分布
を定量的に予測できる長所を持つが、直流電
流の流れが一様と仮定して数理モデルを構
築しているため、適用範囲が一次元に限られ
る。一方、イオン移動による電気化学的特性
の変化が無視できる場合、コンクリート中の
電位分布はLaplace方程式を基にしたモデル
により予測できることが示されている。これ
らのモデルは二次元および三次元の拡張が
可能であり、複雑な部材形状および配筋であ
ってもコンクリート中の電位分布を解析で
きる。しかしながら、イオンの電気泳動によ
るコンクリートの電気化学的特性の変化を
考慮していないこと、および通電後の塩化物
イオン濃度分布の算出はできない。 

このように、通電後のコンクリート中のイ
オンの流速や電位分布に関するモデルは各
種提案されているものの、拡張性や適用範囲
に問題があり、通電後の塩化物イオン分布を
適切に予測する手法は未だ開発段階の域を

脱していないのが現状である。また、脱塩工
法の補修効果に及ぼす諸要因の影響につい
ては、未解明な部分が多く、電流密度や通電
時間を設計時において明確にすることが困
難なままとなっている。 
 
２．研究の目的 

以上の背景をまとめると、脱塩工法の現状
の設計では、適切な電気泳動によるイオン移
動予測手法が存在せず、また、補修効果に及
ぼす諸要因の影響も明確になっていないた
め、最も重要な設計項目である通電条件（電
流密度および通電期間）を経験則に基づき決
定せざるを得ない状況になっていることが
わかる。このため、コンクリート構造物の諸
条件に応じて適切な通電条件を選定する手
法の確立が求められている。 
そこで本研究では、以下の項目を研究目的と
した。 
(1)脱塩工法の補修効果に及ぼす諸要因を列
挙し、それらが補修効果に及ぼす影響を実験
的に評価する。そして、設計時に通電条件を
決定するために必要となるコンクリートの
電気化学的特性値およびその評価方法を整
理する。 
(2)Nernst-Planck式とLaplace方程式の連成
解析モデル（マルチフィジックス解析モデ
ル）を基にした、通電後の塩化物イオン分布
の三次元数値解析的予測手法を確立する。 
(3)脱塩工法の適用前に実施される事前調査
および設計時において考慮すべき事項を体
系的に整理し、これらを網羅する設計フロー
を提案する。 
 
３．研究の方法 

本研究では、実験的アプローチおよび数値
解析的アプローチにより脱塩工法の各種要
因が補修効果に及ぼす影響を評価し、その結
果を用いて効率的な脱塩工法の補修設計フ
ローを提案する。以下に実施した実験および
解析の内容を示す。 
(1)補修効果に及ぼす諸要因の実験的評価 
本研究では脱塩工法実施後のコンクリー

ト中の塩化物イオン濃度分布を評価する実
験と、コンクリート中鉄筋の表面に生じる電
流分布を評価する実験を実施した。それぞれ
の実験において用いる供試体を前者は模擬
脱塩試験供試体（図-1）、後者は分割鉄筋供
試体（図-2）である。 
①模擬脱塩試験供試体 
図-1 の模擬脱塩試験は、実構造物から得ら

れる円柱状のコンクリートコア試料に対し
て適用可能、実施工において生じる電気の流
れが再現可能、任意の通電条件における脱塩
効果の確認が可能である、ことを想定して考
案した。模擬脱塩試験では、円柱状のコンク
リートコア試料（以下、コア試料）の上面に



なお、分割鉄筋については、熱収縮チュー
ブで被覆したステンレス棒を個々の鉄筋端
部にはんだ付けし、鉄筋切断面をエポキシ樹
脂により接着することにより一体化した。こ
のステンレス棒をリード線により供試体外
部で接続することにより分割鉄筋を電気化
学的に一体化させた。 

電解質溶液保持用のプラスティック製の管
を設置した。また、脱塩面および後述する電
気抵抗率測定用電極の設置面以外をエポキ
シ樹脂にてコーティングした。 

陽極となるチタンメッシュは、脱塩面とな
るコンクリート表面から 20 mm 離れた位置に
固定した。陰極にもチタンメッシュを使用し
た。本研究では、コア試料中に異形鉄筋 D13
が脱塩面と平行に１本だけ配筋されている
と仮定し、この時の鉄筋表面積とチタンメッ
シュの表面積が同等となるようにチタンメ
ッシュを切断加工し、これをコア試料の底面
にポリマーセメントモルタルによって接着
した。なお、陰極としてチタンメッシュを用
いたのは、電流の流れをコア試料断面に対し
て均一にするためである。 
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このような供試体に対して、電極にリード

線と直流電源装置を接続して通電を行うこ
とで、実構造物や塩害劣化模擬供試体から得
られたコンクリートに対して、実施工とほぼ
同様の条件で脱塩処理を施した。 

図-2 分割鉄筋供試体 
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図-3 分割鉄筋の配置の例 
 
③通電条件 
 脱塩工法の実際の施工において適用実績
のある通電条件をもとに本研究の通電条件
を設定した。電流密度は 1～4 A/m2で、通電
期間は 2～8週間である。 
④三次元数値解析的予測手法の概要 図-1 模擬脱塩試験供試体 

本研究で構築した予測手法は、Laplace 方
程式と Nernst-Planck式とによる数理モデル
を連成し、これを有限要素法で数値的に解く
ことで、通電後の塩化物イオン分布を三次元
的に予測するものである。本研究課題におい
ては、実験により得られたデータの理論的解
釈を検証するために主に用いられた。 

 
②分割鉄筋供試体 

図-2 に、分割鉄筋供試体の概要を示す。
供試体は寸法 100×100×400 mm の角柱体で、
A部と B部に分割した。供試体には、供試体
長軸方向に D13 鉄筋をかぶり 40 mm の位置に
配置した。鉄筋は、鉄筋に流入する電流を測
定するために、分割鉄筋とした。分割鉄筋の
配置例を図-3 に示す。 

⑤補修効果に及ぼす諸要因のリストアップ 
 脱塩工法に影響を及ぼす諸要因として以
下に示す項目をリストアップし、検討した。 分割鉄筋供試体の作製方法を以下に示す。

内寸 100×100×400 mm の鋼製型枠内に、ス
ペーサーを兼ねた仕切り板と D13鉄筋または
D13 分割鉄筋を設置した。その後、仕切られ
た型枠の片側に、コンクリートを打設した。
打設 24 時間後に仕切り板を外し、ワイヤー
ブラシによって打継ぎ面の目荒らしをした
後、残る片側に断面修復材または塩化ナトリ
ウムを混入させたコンクリートを打継いだ。
脱型は最初のコンクリート打込みから 48 時
間後に実施し、材齢 28 日まで温度 20 ℃の湿
布養生を行った。養生を終えた供試体は、打
設側面を脱塩面とし、脱塩面以外の 5面をエ
ポキシ樹脂によって被覆した。  

・通電条件の影響 
  電流密度 

積算電流密度 
・塩化物イオンの影響 

塩化物イオンの由来の違い 
塩化物イオン濃度 
塩化物イオン濃度の面的な分布 

・断面修復工法の影響 
断面修復材面積率 
断面修復材の電気抵抗率 

 
４．研究成果 
(1)補修効果に及ぼす諸要因の影響の評価 



脱塩工法の補修効果に及ぼす諸要因の影
響度を評価した。成果の概要を以下に示す。 
①通電条件の影響 
 一般に同一通電時間で比較すると、電流密
度が大きいほど、除去される塩化物イオンの
量（以下、脱塩量）は多くなることが明らか
となった。しかし、脱塩量を積算電流密度（電
流密度と通電時間の積）で整理すると、脱塩
量は電流密度によらず同一になることを明
らかにした。（結果の一例を図-4 に示す。） 
 

 
※下図のように積算電流密度で整理すると、脱塩量は電流密度に

よらず同一値となる。 

図-4 脱塩量の積算で竜密度による整理 
 
②塩化物イオンの影響 
かぶりに含まれる塩化物イオン量が同一

であっても、その塩化物イオンが海洋などか
らのもの（外来）であるか、または、コンク
リート製造中に混入したもの（内在）である
かによって、補修効果に変化が生じることを
明らかにした。（結果の一例を図-5 に示す。） 
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図-5  塩化物イオンの由来が補修効果に及
ぼす影響 

 
 

また、塩化物イオンがコンクリート中に高
濃度で含有されるほど脱塩量は多くなる。し

かし、補修効果の指標である脱塩達成率は、
含有塩化物イオンが高濃度になるほど積算
電流密度の増加に伴い小さくなる傾向が得
られ、補修効果を適切に予測するには、事前
調査によりコンクリート中の塩化物イオン
濃度を適切に評価することが重要であるこ
とを指摘した。（結果の一例を図-6 に示す。） 
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b)目標脱塩達成率に及ぼす影響 

図-6 コンクリート中の塩化物イオン濃度
が脱塩工法の補修効果に及ぼす影響 

 
さらに、塩化物イオン濃度が面的に分布を持
つ場合を想定した検討も行い、平面方向の塩
化物イオン濃度および電気抵抗率の分布が
脱塩量に影響を及ぼすことを示し、その影響
の程度は、コンクリートおよび断面修復材の
電気抵抗率と脱塩量の初期内在 Cl-量依存性
によって説明可能であることを示した。この
結果をさらに拡張した検討は次の③に示さ
れる内容である。 
③断面修復工法の影響 
分割鉄筋供試体を用いて断面修復材面積

率および断面修復材の電気抵抗率が脱塩工
法の補修効果に及ぼす影響を評価した。その
結果、i)同等の断面修復面積率であると、断
面修復材の電気抵抗率が高いほど、脱塩量お
よび目標脱塩達成率が大きくなること、ii) 
断面修復面積率が小さくなるほど、脱塩量は
増加するが、目標脱塩達成率は断面修復面積
率が小さくなるほど減少し、断面修復面積率
が 10 %になると、断面修復無しの場合とほぼ
同等になること、を明らかにした。 
また、断面修復部を有する部材の脱塩量を

模擬脱塩試験の結果、母材コンクリートおよ
び断面修復材の電気抵抗率、および断面修復
面積率から予測する手法を検討した。模擬脱



塩試験のみでは、部材中のコンクリートが均
質であれば、試験結果をそのまま用いて通電
条件を選定することが可能になるが、部材中
に断面修復材などによる不均一性が存在す
ると、その選定結果の信頼性は低くなる。 

そこで本研究では、以下に示す方法を考案
し、その妥当性を確認した。まず、母材コン
クリートと断面修復材を電気抵抗体と見な
した並列回路モデルを想定し、母材コンクリ
ート部に流入する積算電流密度 ic×Tを式(1)
のように導出した。 

( )
T

AA
AA

iTi
rccr

rcr
c ⋅

⋅+⋅
+

⋅=×
ρρ

ρ
      (1) 

ここで、ic：母材コンクリートに流入する電
流密度（A/m2）、T：通電期間（hour）、i：脱
塩面に対する電流密度（A/m2）、ρc：母材コン
クリートの電気抵抗率（Ω m）、ρr：断面修復
材の電気抵抗率（Ω m）、Ac：コンクリート部
分の面積（m2）、Ar：断面修復材の面積（m2）、
である。そして、式(1)より得られた積算電
流密度と、模擬脱塩試験から得られた脱塩量
と積算電流密度の関係より、母材コンクリー
ト表面積あたりの脱塩量 Qcを推定する．そし
て，式(2)より，全脱塩面積あたりの脱塩量
を算出する。 

rc

c
cCl AA

A
QQ

+
⋅=              (2) 

図-7 は予測結果と実験結果の比較である。
図-7 より，比較的良好な精度で脱塩量を予測
できていることがわかる． 
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図-7 断面修復面積率を考慮した脱塩量予
測手法の妥当性 

 
さらに、分割鉄筋供試体による評価では、

任意の鉄筋位置における鉄筋表面積あたり
の電流密度とその平均値の比の分布は、脱塩
面に通電される電流密度によらず同等にな
ること、断面修復材の電気抵抗率が大きくな
るほど、断面修復面積率が大きくなるほど、
鉄筋表面の電流分布は母材コンクリート部
と断面修復部とで大きく変化し、そのピーク
は母材側の母材-断面修復部の境界部近傍の

鉄筋に発生することを明らかにした。（結果
の一例を図-8 に示す。）この結果、設計時に
おいて評価すべき過電流が生じる箇所とそ
の程度に関する基礎データを取得できた。 
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※電流密度とその平均値の比の分布は、脱塩面に通電される電流

密度によらず同等になる。 

図-8 鉄筋表面の電流密度分布 
 
 (2)脱塩工法の設計フローの提案 
上記の知見を踏まえ、脱塩工法の事前調査

および設計時において考慮すべき事項を体
系的に整理した上で、これらを網羅する設計
フローを提案した（図-9）。また、本研究で
得られた知見は、通電条件選定の際の参考値
となるようにデータベース化した。 
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図-9 脱塩工法の設計フロー（案） 
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